
◆８月27日、厚労省は平成26年度予算の概算要求の内容を求公表し

ました。一般会計総額は前年度比3.8％増の30兆5,620億円で、この

うち成長戦略などを実行するための「新しい日本のための優先課題

推進枠」には1,617億円を計上し、少子化対策や高齢者、障害者の活

躍推進等が盛り込まれています。

保育対策関係では運営費として前年度比6.7％増の4,544億2,700万

円のほか、受入児童数の約７万人増、保育の質向上に要する対策費

も含まれています。 （参考：厚労省ＨＰほか）

社会保障改革に向けた手順案決定

～「プログラム法案」骨子、閣議決定される～

f a x  n e w s 130918

◆８月21日、政府は社会保障制度改革のスケジュールを定めたプログラム法案の骨子を閣議決定しました。骨子は社

会保障制度改革国民会議が政府に提出した報告書を踏まえてのもので、自助・自立、全世代型の社会保障を基礎に若

い世代向けに少子化対策を盛り込む一方、高齢者や高所得者にも負担増を求める内容となっています。消費税の引き

上げを前提に少子化対策、医療、介護、年金の４分野の改革の方向性が示され、今秋の臨時国会での可決を経て、個

別の改革が進められていく予定です。 （参考：首相官邸ＨＰ／朝日新聞／日経新聞ウェブ）

小規模保育事業認可基準等

～３類型で示される～

プログラムプログラムプログラムプログラム法案骨子法案骨子法案骨子法案骨子のののの一部概要一部概要一部概要一部概要

分

野

基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方 改革改革改革改革のスケジュールのスケジュールのスケジュールのスケジュール

少

子

化

対

策

★就労、結婚、妊娠、出産、育児等

の各段階に応じた切れ目のない支援

を行う

★子ども・子育て支援の量的拡充及

び質向上を実現

●待機児童解消加速化プランにより40万人分の保育の受け皿を確保

（2017年度までに実施）

●子ども・子育て支援新制度を通して幼児教育・保育の量、質の向上を図る

とともに、新たな幼保連携型認定こども園等の普及により柔軟な保育サー

ビスを提供（2015年度から実施）

医

療

★効率的で良質な医療提供体制、医

療や介護サービスを住み慣れた地域

で受けられる地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ構築

★国民皆保険制度の維持を柱に持続

可能な医療保険制度に向けて検討

●医療法人の再編を促す制度改正（2017年度までを目途に実施）

●国保の運営を市町村から都道府県に移管（2017年度までを目途に実施）

●70～74歳の医療費窓口負担を１割から２割に引き上げ

（2017年度を目途に実施）

介

護

★介護予防など自助努力を基本とし

て、介護給付費を抑制すべく給付範

囲や保険料負担を見直す

●所得が一定以上の利用者負担を１割から引き上げ（2015年を目途に実施）

●要支援者向けのサービスを介護保険から切り離し、市町村事業に移管

（2015年を目途に実施）

年

金

★抜本改革は行わず、現行制度維持 ●老齢年金の受給開始年齢の引き上げ、短時間労働者に対する厚生年金・健

康保険の適用拡大、高所得者への年金給付の減額等を実施（時期未定）

◆８月29日、子ども・子育て会議基準検討部

会（部会長：無藤隆/白梅学園大教授）の第

４回会合が開催され、小規模保育事業（定員

６～19人）の認可基準の大枠が示されました。

０～２歳児を対象とする小規模保育につい

ては2015年度からの子ども・子育て支援新制

度で本格的に実施される予定でしたが、待機

児童解消を早急に進める政府の方針によって

実施が前倒しされることとなり、早ければ本

年度から始まる予定です。本事業は施設の職

員数や保育士の割合に応じて３類型に分類さ

れ、それぞれ保育に従事すべき職員数やその

中に占める保育士の割合等が示されました。

（右上表参照）

今後本制度を利用した施設が増えることが

予想されますが、中間型やグループ型では保

育士資格を持たない職員も保育に携わること

ができる点で、保育の質を求める保護者が多

い中、どれほど待機児童解消につなげられる

か注目されています。

（参考：内閣府ＨＰ／朝日新聞／

産経新聞ウェブ他）

小規模保育事業小規模保育事業小規模保育事業小規模保育事業のののの３３３３類型類型類型類型

分 類

Ａ型

保育所分園型

Ｂ型

中間型

Ｃ型

グループ型

職員数

(0歳児)3:1

(1,2歳児)6:1or3:1

Ａ型と

同じ

(0～2歳児)3:1

(補助者有で5:2)

保育士割合 100％

50％

以上

基準なし

※市町村の研修等

受講の要あり

設備面積基準

（居室）

(0,1歳児)3.3㎡

(2歳児)1.98㎡or3.3㎡

Ａ型と

同じ

0～2歳児3.3㎡

設備面積基準

(屋外遊技場)

3.3㎡

(付近の代替地可)

Ａ型と

同じ

敷地内に遊戯等に

適当な広さ3.3㎡

厚労省、平成26年度概算要求公表

～高齢化により過去最大～


